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研究成果の概要（和文）：現代における国家間の競争が、領土をめぐるものから物的インフラと、EPAなど制度
インフラを通した経済的な「つながり」の強さを意味する“コネクティビティ”を巡るものへと変化しつつあ
る。本研究は、とくにインドのエネルギー政策に焦点を当てながら、コネクティビティの強化が、インドと周辺
国の経済や社会、国際関係、エネルギー安全保障に及ぼす影響を明らかにすることを目的としている。研究の結
果、南アジアのエネルギー供給網の現状と地域間格差の背景が明らかにされた。また近年のインドを取り巻く国
際関係の顕著な変化が、エネルギー戦略にも大きく影響を及ぼしていることが指摘された。

研究成果の概要（英文）：In the modern era, competition among nations is shifting from territorial 
disputes to "connectivity," which refers to the strength of economic "linkages" through physical 
infrastructure and institutional infrastructure, such as EPAs. This study aims to identify the 
impact of enhanced connectivity on the economy, society, international relations, and energy 
security of India and its neighboring countries, with a particular focus on India's energy policy. 
The results of the study reveal the current state of energy supply networks in South Asia and the 
background of regional disparities. It was also pointed out that the remarkable changes in 
international relations surrounding India in recent years have had a significant impact on its 
energy strategy.

研究分野： インド経済論
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
20世紀後半から漸進的に進行してきたグローバリゼーションであったが、米中対立、さらにはウクライナ戦争な
どを経て、過去5年ほどの間に急速にブロック化が進みつつある。そうしたなかで、次なる巨大新興市場・地域
大国として台頭するインドへの期待が高まっている。しかしながらその一方で同地域は今なお深刻な貧困問題を
抱えており、とりわけ未だ厳しい状況にあるエネルギー問題の克服が喫緊の課題とされている。こうした状況の
下、南アジアの経済発展と周辺国との経済的のみならず政治・文化的な「つながり」について、エネルギーの観
点から分析を試みる本研究は、時期を得たものであり一定の社会的意義を有するものといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
中国の急速な経済発展・大国化と、さらなる影響力の拡大を期する「一帯一路」構想の推進は、

現代における国家間の競争が、領土をめぐるものから“コネクティビティ”を巡るものへと変化
しつつあるとの認識を高めることとなった。“コネクティビティ”は、道路や港湾設備などの物
的インフラと、経済連携協定に代表される制度インフラを軸とする経済的な「つながり」の強さ
を意味する。実際、21 世紀に入り中国は鉄道・道路・港湾などの積極的投資により、中国と欧
州・中央アジア・東南アジア・南アジア各国とを結ぶインフラを整備すると同時に、アジアイン
フラ投資銀行の設立など制度インフラの構築に努め、経済的のみならず政治的、社会的、文化的
な「つながり」を強化し、影響力を拡大させてきた。一方、南アジアの大国インドは、GDP で
中国の 2 割弱に留まるなど経済面で大きく出遅れている。加えて中国は「一帯一路」構想のもと
で、かねてより経済的にも軍事的に密接な関係にあるパキスタンに加えて、スリランカやバング
ラデシュ、ネパールなど南アジア各国との関係を強化しているが、こうした状況は南アジアの
「盟主」を自認するインドにとって看過できるものではなく、対抗措置をとる必要に迫られてい
る。 
 
２．研究の目的 
こうした状況を踏まえて本研究は、とくにインドのエネルギー政策に焦点を当てながら、イン

ドのコネクティビティ戦略が、インドと周辺国の経済や社会、国際関係、エネルギー安全保障に
及ぼす影響を明らかにすることを目的としている。インド・南アジア各国における電力・ガス部
門は、今なお発展途上の段階にあり、その整備が持続的な経済成長を実現する上で重要な鍵を握
ることは広く知られるとおりである。したがって本研究はエネルギーを切り口として、インド・
南アジア地域におけるコネクティビティ分析を行う。 
 
３．研究の方法 
実際の研究を進めるに際しては、①エネルギー政策の形成過程、②エネルギー事業体の経営改

革、③企業・農民・都市居住者など消費者の行動変容、④エネルギー貿易・外交・グローバルバ
リューチェーンの状況、に焦点をあてながら、第一に、現地でのヒアリング調査を実施した。具
体的には、デリー、パンジャーブ、オディシャ、グジャラート、ラジャスタン、マハラシュトラ、
ウッタル・プラデシュ、西ベンガル、カルナータカといった主要州のほか、アッサム、マニプー
ル、ナガランド、メガラヤなどコネクティビティの観点から重要な意味を持つ北東諸州等を訪問
し、政府高官、政治家、規制委員会幹部など政策担当者の他、州電力庁・民間エネルギー事業体、
労働組合など、エネルギーの供給のカギを握る主体と、農業従事者や農民組合、都市住民などの
エネルギーの需要側の主体の両者から、ヒアリングを行った。そうした一次情報と、現地の研究
者やジャーナリスト等からのヒアリング結果とを合わせることで、情報のスクリーニングを行
った。こうした作業を踏まえたうえで、先行学術研究、政府機関の各報告書、統計資料を基に、
必要に応じて計量経済分析を行った。 
なお本研究の期間中には、研究内容や方法に大きく関わる重大な世界情勢の変化があった。大

きくは以下二つの状況変化に対応するかたちで、調整を行った。 
第一には、2020 年の春に発生した感染症の世界的流行である。国境を越えた人や財の移動の

みならず、一国内でもそれらが困難となったことで、本研究の主要課題たるコネクティビティが
完全に遮断、あるいは長期間にわたり停滞することとなった。本研究の推進に不可欠な現地調査
についても、約 3年間、ほぼ不可能となったことから、研究期間を延長するとともに、状況の急
変前に現地調査を終えていたインドのエネルギー部門に関わる情報と、収集済みであった関係
機関の報告書・統計資料の分析を主とする形で、研究方法の軌道修正を行った。 
第二には、インドを取り巻く国際情勢の大きな変化である。すなわち、米政府が対中強硬策を

採用したことで、2018 年頃より米中対立は目立って激化したが、こうした状況は、国際関係に
おけるインドの重要性を急速に高めることとなった。現在までのところ、対中技術移転に際する
貿易制限は強化されてはいるものの、若干の減少がみられる米国を別とすれば、各国の対中貿
易・投資額については、さほど大きな変化は見られてはいない。しかしながらインドを巡る国際
関係については、「日米豪印戦略対話（QUAD）」の本格化、さらには「自由で開かれたインド太平
洋戦略（FOIP）」の始動など、インドと米国を中心とする陣営との連携強化を企図した顕著な動
きがみられる。加えて、2022 年 2 月に始まったロシア軍によるウクライナ侵攻は、インドを巡
る国際関係にさらなる波紋をもたらす出来事となった。G7 各国はウクライナへの軍事支援に加
えて対ロシア経済制裁を継続しているが、一方でインドが、対ロシア制裁に加わらないばかりか、
中国ととともに、ロシア産原油の輸入を侵攻開始直後から急拡大させたことで、世界的な注目を
集めた。こうした近年のインドの一見、理解が困難な行動は、コネクティビティに注目する本研
究にとっては重要な研究対象であり、したがってこうした国際情勢の変化を積極的に取り入れ
た議論を心がけた。 
 



 
４．研究成果 
本プロジェクトの主要な成果については以下のように要約することができる。 

① エネルギー供給インフラの整備状況とその社会・経済的影響 
エネルギー供給網の構築は南アジア地域内外のコネクティビティに強く関わるが、その実現

には州政府の積極的な姿勢と、中央政府と州政府の安定的な関係が前提となる。先進州とされる
グジャラート州と、ビハール州の厳しい状況にみられるように、現在までにインド国内のエネル
ギー供給には大きな格差が生じている。現地調査を通して、そうした状況をまず確認したうえで
本研究では、電力供給網の州レベルの整備状況とその政治的背景、電力事情の社会・経済的影響
について、社会経済統計に基づく分析を行った。端的には、地域の社会構造が農業用電力補助金
政策に影響を及ぼすことを通して、地下水の過剰汲み上げなどインドの食糧安全保障に直結す
る問題の要因となると同時に、電力事業体の経営、さらには電力供給サービスの質を左右し、経
済活動にも影響を及ぼしているとの結論が導かれている。詳細については下記研究を参照され
たい。 
 
Fukumi,A.,2022.“Power Sector Reform and Blackouts in India”in Tsukasa Mizushima 

ed.,The Rural-Urban Nexus in India's Economic Transformation, Routledge 
Kato, A., and Fukumi,A.,2020. “Political economy of agricultural electricity tariffs: Rural 

politics of Indian States.” Energy Policy 145   
Fujita, K., and Fukumi,A.,2020.“Overview of the food-water-energy nexus in India and South 

Asia.”in Koichi Fujita and Tsukasa Mizushima ed., Sustainable Development in India: 
Groundwater Irrigation, Energy Use, and Food Production, Routledge 
 
またインドの天然ガス部門については、電力部門が何十年も悩まされてきたような、政治的・

社会的な困難には直面してはいないが、ガス田の開発に本格的に着手した段階であり、多くのプ
ロジェクトが認可されているものの、都市ガス配給網の建設見通しは不確実な状況である。下記
研究では、天然ガス開発について上流部門さえ開発が進めば、供給網の構築においては、電力部
門のような既得権益との衝突は予想されないとの結論が導かれた。 
 
Fukumi,A.,2020.,“Issues in the Development of the Energy Distribution Sector in India: The 

Cases of the Electricity and Gas industries.”in Shinichi Kusanagi and Takashi Yanagawa 
ed., Privatization of Public City Gas Utilities, Springer  

 
② インドのコネクティビティ戦略と国際関係・エネルギー安全保障 
インドの安全保障観において、国境紛争を抱える中国は、最大の脅威として認識されてきた。

したがって近年の米中対立のなかで、インドが米国の陣営に立ち中国に対抗する方針は、外交戦
略のコンセンサスといえる。一方で、伝統的に「自律（autonomy）」を対外戦略の軸としてきた
ことから、必ずしもインドが米国や G7 などと共同歩調をとるわけではない。こうしたなか発生
したロシア軍によるウクライナ侵攻後にインドがみせた対ロシア経済制裁への不参加、ロシア
産原油輸入の急拡大といった判断は、期せずしてインドの独特な立場を改めて浮かび上がらせ
ることとなった。したがって太平洋におけるコネクティビティの強化を企図する「日米豪印戦略
対話（QUAD）」「自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）」ではあるが、インドにとっては同床
異夢ともいえる側面があることには留意するべきであろう。 

またインドは、安価なロシア産原油の
輸入拡大と同時に、石油製品の世界市場
における輸出シェアを急速に高めてい
る。いわば「漁夫の利」を得る行動では
あるが、その背景には、怜悧に実利を追
求する姿勢、さらにはエネルギー価格の
高騰が重大な脅威となる巨大な貧困人
口の存在がある。その結果として、世界
のエネルギー貿易の構図のなかでイン
ドが重要なプレイヤーとして台頭した
といえる。こうした議論の詳細について
は例えば下記研究を参照されたい。 
 
溜和敏，2019,「インドの国際秩序観｣神奈川大学アジア・レビュー6 
溜和敏，2021,「現代インドの対外戦略における「自律」・「自立」の思想」安全保障研究 3(3) 
福味敦，2024,「原油調達と製品輸出にみるしたたかさ」エネルギーレビュー vol.520 
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